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■内外需とも前年割れが持続 

新型コロナに伴う活動制限の影響で、フィリピン

の主要統計は大幅な悪化が続いている。まず、2020

年5月の自動車販売は前年同期比▲85.7％減となる

等、GDP の約７割を占める消費が落ち込んでいる

（右上図）。また、セメント生産が 5 月も同▲22.4％

と二桁減となり、新型コロナ以前に景気のけん引役

のひとつであった公共投資も減少が続いていると

考えられる。輸出も同▲35.6％と大幅な減少が続く。

製造業の生産活動制約と海外景気の悪化が、主力の

電気機器・同部品だけでなく、幅広い財の輸出を下

押ししたとみられる。 

 

■OFW 送金の低迷が回復の足かせに 

 6 月以降、活動制限の緩和が進んでおり、景気は

徐々に持ち直していくと見込まれる。しかし、足元

で海外フィリピン人労働者（OFW）送金が大きく

減少しており、今後の景気回復の足かせとなる可能

性が高まっている。 

2020 年 4 月の OFW 送金は同▲18.4％となった

（右下図）。これは、米国や中東からの送金減少が

主因である。米国からの送金減少は、厳しい経済活

動規制により、米国の雇用環境が大幅に悪化したこ

とが原因であり、中東からの送金減少は原油価格の

下落が大きな理由である。先行きも、コロナショッ

クの影響が尾を引くことで、米国経済や原油価格が

急速に持ち直すと想定するのは難しいため、OFW

送金の低迷は当面続くとみておく必要がある。 

フィリピン経済にとって、OFW 送金の貢献度は

大きく、家計の所得環境と消費活動を左右する。

1980～90 年代に、政治・経済の混乱のなかで多くの国民が出稼ぎ労働者として海外に就労機会を求め、

政府もそれを奨励した。この結果、2013 年時点で OFW は人口の約 1 割の 1,024 万人に達し、2019 年

の送金額は名目 GDP の 7.8％に相当する。当面、OFW 送金の低迷が続くことで、家計の所得環境の悪

化は避けられず、消費の回復には時間を要するとみておくべきであろう。 
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